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概要 

増え続ける難病患者（児）が在宅療養に移行した場合、その病状を病院で遠隔モニタリングできる環境や、人工呼吸器

の監視など安全な見守り環境が未整備であり、その全てが介護家族の手による厳しい療養環境がある。主治医も、在宅患

者の病状把握ができず、病院—在宅診療連携が難しい。この課題解決を行うために在宅患者の遠隔バイタルモニタリング、

体調記録の共有、映像コミュニケーション機器の統合化、可視化を行う高度 ICT総合在宅ケアシステム開発を行った。 

 

１．まえがき 

難病患者（児）の在宅療養では病状を遠隔モニタリング

できる環境がなく、医師も在宅患者の病状を把握できない

などの課題が多い。この課題解決には在宅患者の遠隔バイ

タルモニタリング、体調記録、映像コミュニケーション機

器の統合化、可視化を行う高度ICT総合在宅ケアシステム

が有用である。具体的には、1）在宅患者の生体情報遠隔

モニタリングシステム、2）モバイル電子端末を用いた患

者家族と多種職間での療養情報共有システム、3）モバイ

ル型映像コミュニケーションシステムの開発を目的とし

た。 

 

２．研究開発内容及び成果 

１）遠隔生体情報モニタリング 

居宅―病院間の遠隔モニタリングでは、在宅用モニタ機

器の血液酸素飽和度（SpO2）、血圧、脈拍データを

Bluetooth 経由でモバイル端末よりサーバに伝送した場

合に生ずる伝送安定性、セキュリテイ保持に関する課題解

決のため、有線LAN＋マイクロサーバVPN（L2TP/IPsec）

回線経由による伝送を開発した（図 1）。 

 
図 1．在宅‐病院間のバイタルテレモニタリングシステム 

 

【生体モニタ情報伝送】 

在宅からの有線 LAN 経由での遠隔モニタリングは

SpO2、呼吸数、心拍数、人工呼吸器動作状況とし、デー

タの出力フォーマットの提供、MFER（ISO規格、Medical 

waveform Format Encoding Rules）フォーマットによる

電子カルテ互換データの出力情報蓄積について、小型生体

モニタ機器メーカである A&D 社、日本光電、Mashimo

社、Nellcor社、Chest社、OMRON社に対し遠隔モニタ

リングの協力要請を行ったところ、4社（A&D、Mashimo、

Nellcor、Chest）から協力が得られ、データ解析/ソフト

ウエア開発とサーバへの伝送による遠隔モニタリングを

実現した。Bluetooth経由でモバイル端末により家族がモ

ニタリングすると同時に、サーバに送信し病院医師が観察

できるテレモニタリングを実現した。しかし、Bluetooth

通信の安定性、ベストエフォート型通信のための時間帯等

による電波強度の変動による安定性、モニタリングが個人

間に限定されるなどの問題があるため、生体モニタからの

RS-232c 信号を有線でマイクロサーバに接続し、VPN 経

由でサーバに伝送する方法も開発した。この方法では、医

師や救急救命部門など複数のモニタリングが可能となっ

た。実証実験のため在宅難病者に装着し、病院で遠隔モニ

タリングでき家族に安心感を与えている。 

 
【人工呼吸器動作情報の遠隔モニタリング】 

人工呼吸器は生命維持装置として極めて重要な機器で

あるが、ベッドサイド以外でのモニタリングは難しく、家

族以外には発生したアラームを知り対処することが困難

なため、在宅医療ケアにける課題となっていた。そこで、

診療所、救命救急センター、消防局、機器メンテナンス会

社への緊急同時アラーム伝送することを目的に、Chest

社の協力を得て人工呼吸器 Vivo50 の出力信号を

USB-Device server-VPN-経由での遠隔伝送を行い、病院

医師による PC上での観察を行うシステム、療養支援者が

所有するモバイル端末で観察・アラーム通知が可能なシス

テムを開発した（図 2）。救命救急対応の遅れが指摘され

ていた課題の解決に一歩近づくことができたと考えてい

る。 
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図 2．在宅人工呼吸器の遠隔モニタリングシステム 
 
2）モバイル端末を利用した診療・看護情報共有 
難病患者の在宅療養において、月 1～2回程度の通院や

往診による診療では医療やケアの情報収集の手段がない

ために、患者・家族は常に大きなストレスや不安を抱えて

いる。しかし、病院・診療所-居宅診療・介護情報を共有

する有効な解決策はなかった。一方、主治医も、在宅療養

中の患者の状態やケアに関する情報は外来受診時にしか

把握できないこと、また、かかりつけ医の診療状況、福祉・

介護などの情報が得られないために包括的な診療が難し

かった。そこで、上記問題を解決するためには病院―診療

所―看護・介護の有機的な連携を図る必要があり、モバイ

ル端末を用いた電子連携が有効である（図 3）。しかし、

モバイル端末毎により基本 OSが異なり、数年で OSの更

新が行われるため、機種に依存しないソフトウエアの開発

が求められた。多職種連携の情報共有の中でも訪問看護師

の利用領域のソフトウエアの開発を中心に行い、モバイル

端末による電子記録と情報共有を開発し、訪問看護師と理

学療法士による実証実験を開始した。iPad（iOS）と他 5

社のモバイル端末（Windows8/RT、Android）で使用し

た場合の操作性、映像伝送機能など 5項目について評価を

行った結果、iPad以外の機種では暗号化通信用 VPN設定

が複雑であること、多地点ビデオ会議ができないこと、操

作が煩雑であることがわかった。開発したシステムは、本

研究期間内で 25 名の患者家族、42 か所の医療関連施設、

計 82名の医師、看護師、理学療法士、薬剤師で利用した。 

 
図 3．モバイル端末による在宅診療ケア情報共用システム 

 

3）高画質映像コミュニケーション法 

筋萎縮性側索硬化症などの難病患者は長期間視覚以外

の運動機能が喪失するが、従来のコミュニケーション支援

機器ではベッドサイド以外でのコミュニケーションが難

しかった。そこで、意志伝達機器である「伝の心-日立」、

「PCEye-Tobii」を対象に画面をリモート共有することで、

病院医師との直接対話を可能とした。これまで知り得なか

った難病患者の心的ストレスなどを病院医師が知ること

ができ、アドバイスも可能となった。 

 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

本研究で開発したシステムは在宅療養の課題に対応し

かつ即時的な効果を生むと考えられ、社会への影響、波及

効果は非常に高いと考えている。本研究で、目標に掲げた

技術的課題はほぼ達成できたと考えているが、引き続きシ

ステムの改良および普及、継続運用が必要である。改良に

利活用者の増大とアンケート調査が必要であり、普及には

学会、研究会などの学術的発表のみならず、医療・福祉行

政が行う市民公開講座や患者会などでの宣伝活動が重要

と考えている。さらに、システム運用に掛かる維持経費を

賄う手段について検討が必要であり、行政への働きかけを

行っていきたいと考えている。 

 

４．むすび 

少子高齢化社会、難病新法による難病患者数の増大、さ

らに国が進める在宅療養・医療の推進には、在宅療養して

いる患者・家族やその支援者に安心、安全を与えられるこ

とが前提であり、喫緊の課題と思われる。このためには

ICTを利用した、遠隔モニタリング、モバイル端末を用い

た多職種間の情報共有、遠隔コミュニケーションのシステ

ムの開発と導入が必要であるが、さらに各システムの統合

化、可視化できることも重要になってくると思われる。 
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